
○ 目的

○ 事業概要

担当所属名 経済環境部産業振興課 直通電話番号 64 － 1364

　鉄道・バス事業者などの観光産業に関する事業者と連携し、市内の観
光施設を周遊する観光事業に対し支援を行うことで、観光入込客数や観
光消費額の向上を図り、地域経済の振興に資する。

対象
　鉄道・バス事業者などが行う本市を中心とした周遊観光事業

補助額
　事業費の１／２まで（最大500千円まで）

内容
　鉄道、バス事業者などが実施する本市の魅力を発見する観光周遊事業
に対して補助を行う。

事業内容

平成３０年度　当初予算主な事業

事業名 京田辺市魅力発見周遊事業

予算額 500 千円
新規・拡充

継続の別
新規



○ 目的

○ 事業概要

1364

事業内容

担当所属名 経済環境部産業振興課 直通電話番号 64 －

平成26年度から市、商工会、京都産業21、同志社大学、関西文化学術研
究都市推進機構、中小機構近畿等により「中小企業売込み隊」を結成。
各機関の専門知識、支援ノウハウを活かし、市内事業者の販路開拓を
バックアップしてきた。
平成29年度からは従来の「企業への売り込み（販路拡大事業）」に｢ヒト
への売り込み(人材確保・育成事業)｣、「市民への売り込み（CSR・事業
環境の改善）」を加えることで、市内事業者の底上げ、パワーアップに
取り組んでいる。

過去3年間で蓄積したネットワーク・ノウハウを生かし、従来の展示会合同出展
に加え、市内事業者が次世代を担う人材を確保するため、合同での就職展示会や
社員研修や工場見学会等を実施する。また、市民と企業の相互理解・連携強化の
企業PR展の拡充や、市内企業の情報発信の支援を行う。
単独では費用、マンパワーの面で取り組みがたい課題に、売り込み隊を構成する
各支援機関の専門知識、既参加企業の蓄積したノウハウを提供することで、さら
なる企業の参加を促し、スケールメリットを生かした効果を上げる。

H30事業計画
１、 展示会合同出展
　　 効果の大きい大規模展示会について、合同出展により費用、マンパワー面
   　のサポートを行うことで出展を促す。
２、 ビジネスマッチング交流会（業コン）
　　 近隣自治体の企業同士のビジネスマッチング交流会を開催する
３、 工場見学会
　　 人材確保に向けまちゼミ等を活用し市民を初め、職業訓練校等の学生、
　　 指導員向けに職場見学会を実施し人材確保に繋げる
　

平成３０年度　当初予算主な事業

事業名 京田辺中小企業売り込み隊プロジェクト

予算額 2,500 千円
新規・拡充

継続の別
継続



○ 目的

○ 事業概要

○ 補助対象事業

その他 1事業者につき、異なる補助対象事業2つまで利用可。
補助率 1/2（D-egg入居企業は2/3）

⑪企業連携 会場借上費、専門家に対する謝金

⑩新製品共同開発 原材料費、技術指導受入費、外注加工費　等

⑨従業員研修 研修受講料、出張旅費等

専門家に対する謝金、旅費

➆人材確保展示会出展会場借上費、小間内装飾費、広告宣伝費等

担当所属名 経済環境部産業振興課 直通電話番号 64 － 1364

対象事業 対象経費
①新製品開発 原材料費、技術指導受入費、外注加工費　等

②産学連携 大学・公設試験研究機関等に委託・発注する共同研
究・受託研究、調査、試験、分析、学術指導に係る
費用（大学等との契約書等に基づく委託料）及び当
該施設の設備・器具等を借用した際の費用

③産業財産権取得 特許、実用新案、意匠権、商標権の出願に係る経費
例：出願料、弁理士費用、翻訳料等

⑥人材確保 広告宣伝費、人材紹介サイト等登録費

事業内容

競争に打ち勝つ強い中小企業を育てるため、弱点である「強み創造」
「経営力UP」の2つの観点から総合的な支援を行う。

補助対象者
市内に製造・販売等の活動拠点（本店又は支店）を置く中小企業者で
市税の滞納のないもの
市内で継続して1年間事業を行っている者
※中小企業者とは中小企業基本法に規定する中小企業者

④展示会出展（国内） 会場借上費、小間内装飾費、広告宣伝費
委託費、梱包運搬費、旅費、人件費⑤展示会出展（海外）

➇専門家派遣

予算額 9,800 千円
新規・拡充

継続の別
継続

平成３０年度　当初予算主な事業

事業名 中小企業成長支援事業



○ 目的
 

○ 事業概要

 

担当所属名 経済環境部産業振興課 直通電話番号 64 － 1364

さまざまな啓発事業による新たな創業者の掘り起こし、市内インキュ
ベーション施設を活用した事業化から土地紹介、家賃補助による市内立
地までのトータルサポートにより、新産業の創出等新たな事業者の拡大
による市内経済の活性化を図る。

事業内容

予算内訳
・インキュベーション施設の入居補助
　起業家育成施設入居費補助金　3，000千円
・産学連携コーディネーターによる支援
　産学連携コーディネート業務委託料　6，480千円
・インキュベーション施設卒業企業の家賃補助
　起業家育成施設テイクオフ補助金　1，137千円

・創業支援セミナーの実施
　学生等を対象に創業支援セミナーを実施し、創業者の拡大を図る。
・インキュベーション施設の入居補助
　インキュベーション施設に入居した創業者、第2創業者の入居費補助を
行うことで、事業化の支援を行う。
・市内事業用地の紹介
　事業用地マッチング制度等により、インキュベーション施設入居企業
等の市内立地を図る。
・インキュベーション施設卒業企業の家賃補助
　インキュベーション施設を卒業し市内立地した企業に対して、3年間を
限度に家賃補助を行う。

平成３０年度　当初予算主な事業

事業名 創業支援総合事業   スタートアップ京田辺

予算額 10,617 千円
新規・拡充

継続の別
拡充



○ 目的・事業概要

平成３０年度　当初予算主な事業(市独自)

事業名 大住工業専用地域拡大事業補助金

予算額 30,000 千円
新規・拡充

継続の別
拡充

事業内容

　本市の北部地域では、高速道路網の整備に伴い本市の工業系土地利用
の需要が一層高まることから、大住工業専用地域の拡大に資する土地区
画整理事業の事業化に向けて、平成20年度より支援を行ってきていると
ころである。一方、新名神高速道路が平成35年度の全線開通を目指して
整備が進められており、工場等の立地への需要に対応するためには、新
名神高速道路の全線開通とあわせて平成35年度に工場等の操業が行える
よう整備を進めることが求められている。
　土地区画整理組合の設立に向けて、地元地権者組織とパートナーとな
る業務代行予定者の間で協定書が交わされ、事業実施に向けて取り組み
が加速することから、今後の迅速な土地区画整理事業の認可に向けて、
組合設立までに要する測量・設計費等について補助を行うものである。

1364担当所属名 経済環境部産業振興課 直通電話番号 64 －



○ 目的

○ 事業概要

平成３０年度　当初予算主な事業

事業名 農地耕作条件改善事業（東地区農地乾田化工事）

予算額 30,000 千円
新規・拡充

継続の別
新規

事業内容

1362

　当該地区の排水路は水路底が高く、畑地利用の際には排水が困難で水
捌けが悪いことから、野菜の生産意欲はあるものの実際には生産が困難
な地域となっている。
　そこで、京田辺市特産の「えびいも」や「京都田辺茄子」の生産拡大
を図るため、地域全体でブロックローテションによる転作が可能な条件
整備を図るとともに、地域農業の担い手等へ農地集積を推進する。

　各農地に暗渠排水管及び集水桝等を設置し、排水の改善を行う。

担当所属名 経済環境部農政課 直通電話番号 64 －



○ 目的

○ 事業概要

平成３０年度　当初予算主な事業

事業名 集落営農総合対策事業

予算額 300 千円
新規・拡充

継続の別
新規

集落営農組織が行う後継者の確保等の事業を支援することにより、女性
や高齢者などの多様な担い手の力が発揮できるよう、持続可能な組織の
育成を図る。

集落営農後継者育成事業
集落営農組織の将来的な担い手を育成するためのオペレーター技術等研
修を支援

事業内容
（１）技術指導者設置
　オペレーター技術研修〔補助率〕定額５０千円/月（上限１５０千円）
　園芸品目等技術研修　〔補助率〕定額５０千円/月（上限３００千円）
（２）研修用機会･施設借上
　機械の賃借〔補助率〕１／２（上限１２０千円）
　施設の賃借〔補助率〕１／２（上限３００千円）

担当所属名 経済環境部農政課 直通電話番号 64 － 1362

事業内容



○ 目的

○ 事業概要

平成３０年度　当初予算主な事業

事業名  京田辺らしさ事業（玉露のまち京田辺ＰＲ事業）

予算額 1,260 千円
新規・拡充

継続の別
継続

事業内容

1362

　日本茶・宇治茶の最高級品である本市特産の「京田辺玉露」や「京田
辺てん茶」の魅力を、広くＰＲし、消費の拡大を図るとともに、本市に
転入された世帯に急須でお茶を愉しむ生活を提案し、更なる特産振興を
進める。

　茶器セット＋茶葉一煎パックを転入世帯者に対して配布することで、
京田辺市の特産品である玉露を知っていただくとともに、急須でお茶を
愉しむ豊かなら生活を提案する。
　
　　茶器セット／６００個
　　玉露一煎パック／６００個

担当所属名 経済環境部農政課 直通電話番号 64 －



○ 目的

○ 事業概要

平成３０年度　当初予算主な事業

事業名
多面的機能支払交付金事業

(環境保全型農業直接支払交付金）

予算額 200 千円
新規・拡充

継続の別
継続

事業内容

1362

　農業･農村の多面的機能の維持･発揮を図るため、自然環境の保全に資
する農業生産活動（＝環境保全型農業）が必要となる。その手法の1つと
して、京都府では、水質汚濁の軽減及びメタンガス発生軽減を図るた
め、水稲の栽培時に「緩効性肥料の利用及び長期中干し」の取組を推奨
している。市としても、農業者に交付金を支払い、環境保全型農業の促
進を図る事を目的とする。

　環境保全型農業（JAの特別栽培米）を実施している農業者が組織する
団体に、交付条件を満たした水稲の作付け面積に応じて10アールあたり
4,000円(以内)の交付金を交付する。

負担割合　国:  5/10
　　　　　府:2.5/10
　　　　　市:2.5/10

《見込》
　交付対象面積　　　500a
　交付金額　　　　200,000円（500a×4,000円/10a）
　　うち市負担分　 50,000円

担当所属名 経済環境部農政課 直通電話番号 64 －



○ 目的

○ 事業概要

平成３０年度　当初予算主な事業

事業名 京田辺市良質米出荷奨励事業助成金交付事業

予算額 5,500 千円
新規・拡充

継続の別
継続

事業内容

1362

良質米の生産拡大を進め、流通の適正化を図るため

主食用米の一等米を出荷した農業者等に、助成金を交付する。
11,000本（30kg）×500円

担当所属名 経済環境部農政課 直通電話番号 64 －



○ 目的

○ 事業概要

平成３０年度　当初予算主な事業

事業名 井路川排水樋門改良工事

予算額 3,000 千円
新規・拡充

継続の別
新規

事業内容

1362

　緊急時に巻き上げ機の動力を商用電源とガソリンエンジンの併用で行
うため、商用電源引込み用の電源ケーブルを敷設するもの。

　電気ケーブル及び保護管を、堤内地の電柱から井路川排水樋門の建屋
内まで敷設します。

担当所属名 経済環境部農政課 直通電話番号 64 －



○ 目的

甘南備山では生活環境
保全林として遊歩道や
休憩施設を整備し、森
林浴やレクリエーショ
ン等の憩いの場として
活用に寄与する

○ 事業概要

甘南備山の治山事業として
下草刈りや、間伐等を行う

担当所属名 経済環境部農政課 直通電話番号 64 － 1362

事業内容

平成３０年度　当初予算主な事業

事業名 甘南備山生活環境保全林管理事業

予算額 3,473 千円
新規・拡充

継続の別
継続



○ 目的

有害鳥獣被害防止のために
防護柵設置を推進するもの

○ 事業概要

有害鳥獣被害防止のために
防護柵設置を受益者が自ら
設置する際にかかった、柵
の材料費の一部を補助する
もの。

担当所属名 経済環境部農政課 直通電話番号 64 － 1362

事業内容

平成３０年度　当初予算主な事業

事業名 有害鳥獣防護柵設置補助事業

予算額 1,000 千円
新規・拡充

継続の別
継続



○ 目的

○ 事業概要

平成３０年度　当初予算主な事業

事業名 雨水
あまみず

貯
た

め樽
たる

事業（雨水タンク設置補助事業）

予算額 2,100 千円
新規・拡充

継続の別
拡充

担当所属名 経済環境部環境課 直通電話番号 64 － 1366

事業内容

第２次京田辺市環境基本計画に基づき、雨水の有効利用など水
資源の保全に関する取組を推進するため、雨水タンクの設置者に対
して、購入費の一部を補助する。

雨水タンク設置補助事業

補助対象：①市内に雨水タンクを設置する個人
②市内に雨水タンクを設置する事業所や店舗など

補助額 ：雨水タンク購入額の3/4（上限4万5千円）
（内訳 市：1/2 京都府：1/4）

予算額 ：210万円（70件分）



○ 目的

○ 事業概要

・環境パトロールの実施

・不法投棄防止啓発看板の作成及び設置

・不法投棄され、市で回収・撤去した家電製品の適正処理

平成３０年度　当初予算主な事業

事業名 不法投棄未然防止事業

予算額 1,011 千円
新規・拡充

継続の別
継続

事業内容
不法投棄されやすい箇所に設置し、周囲へのアナウンス効果を利用し
て、不法投棄されにくい環境づくりを進める。

家電リサイクル法に基づく、特定家庭用機器廃棄物の適正な処理を推進
させる。

1366

　一般財団法人家電製品協会の助成を得て、不法投棄行為撲滅に向けた防止対
策を進める。不法投棄された家電製品（リサイクル家電4品目：①テレビ、②エ
アコン、③冷蔵庫・冷凍庫、④洗濯機・衣類乾燥機）の量を大幅に削減するた
めの取組みを行う。

定期的な環境パトロールの実施。早期発見・対応やパトロールによるＰ
Ｒを通して、不法投棄されにくい環境づくりを進める。

担当所属名 経済環境部環境課 直通電話番号 64 －



○ 目的

○ 事業概要

＊家庭のエコ支援事業＊

平成３０年度　当初予算主な事業

事業名 地球温暖化対策推進事業

予算額 14,550 千円
新規・拡充

継続の別
継続

事業内容

燃料電池シス
テム等設置者

・燃料電池　1件3万円

　京田辺市地球温暖化対策実行計画に基づき、再生可能エネルギーの導
入及び省エネルギー化の普及を促進するため、燃料電池、太陽光発電及
び蓄電池の設置者に対し、設置費用の一部を補助し、暮らしの中の省エ
ネ活動を支援する。

対象者 補助額 予算額

予算額
3,000,000円

（100件分）

1366

【家庭用燃料電池】ガスから取り出した水素と、空気中の酸素を化学反
応させて電気と熱を発生させるシステム。化学反応から電気エネルギー
を直接取り出すため、エネルギーロスが少なく、電気と熱の両方を有効
利用することで、エネルギー効率を高めることができる。

【住宅用蓄電池】太陽光発電などの電気を蓄え、電気を上手に使うこと
で節電や省エネに役立つ。蓄えた電気を電力ピーク時に使用することで
電力量を抑制できるほか、非常時にも電気を使用することができる。

蓄電池システ
ム等設置者
(30件分)

・蓄電池　1kWhあたり5万5千円（上限33万
円）
・太陽光発電　1kWあたり1万円（上限4万
円）＋1万5千円
（京都府補助金含む）

予算額
11,550,000円

担当所属名 経済環境部環境課 直通電話番号 64 －



○ 目的

○ 事業概要

担当所属名 経済環境部清掃衛生課 直通電話番号 68 － 1288

昨年の１０月から本市では、プラスチック容器包装の分別を開始し
ているが、近年の職員不足などにより安定した収集が困難になって
いる。そういった状況を改善するため、また、安定的なごみの収集
を実施するため、プラスチック容器・包装専門の収集車も配置され
ている民間業者に、収集、運搬及び処理を一括委託するもの。

本市の週１回のプラスチック容器包装の収集と運搬及び処理を一括
して一般廃棄物収集運搬業者に委託するもの。現在、処分のみを業
者に委託をしていますが、今回、収集と運搬及び処理を一括委託
し、業務の効率化と経費の軽減が図れます。

事業内容

平成３０年度　当初予算主な事業

事業名 プラスチック容器包装収集処理委託事業

予算額 31,221 千円
新規・拡充

継続の別
新規



○ 目的

○ 事業概要

ごみ組成調査業務

　京田辺市内で、市民が排出しているごみを、袋を破って内容物の組成
を調査するもの。ごみの排出状況には地域性があり、また戸建て住宅や
集合住宅、学生の一人住まいや３世帯同居など、住まいのありかたでご
み組成・分別の協力率は大きく異なる。収集ごみの把握こそが市町村が
行うごみ減量化施策の根幹となるものであり、循環型社会の形成のため
にはかならず定期的に実施しなければいけないものである。

　京田辺市内で、市民が排出しているごみの組成（生ごみ成分、プラス
チック成分、紙ごみ成分、金属成分、異物率など）を調査するもの。
　戸建住宅や、集合住宅、学生マンション、子育て世帯の多く住む地域
など、一定の条件の中から無作為に抽出したごみ袋をすべて開披し、成
分・組成の調査を行う。

新規千円5,789

－

平成３０年度　当初予算主な事業

担当所属名 直通電話番号 68経済環境部清掃衛生課

事業名

予算額
新規・拡充

継続の別

1288

事業内容



○ 目的

　可燃ごみ広域処理施設建設用地について、整備するもの

○ 事業概要

  用地取得（ごみ焼却施設用地）　40,000千円【債務負担行為】

  用地取得（進入道路等）　139,000千円【債務負担行為】

平成３０年度　当初予算主な事業

事業名 可燃ごみ広域処理施設整備事業

予算額 179,000 千円
新規・拡充

継続の別
新規

事業内容

2679担当所属名 経済環境部ごみ広域処理推進課 直通電話番号 63 －

【債務負担行為設定】


